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内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成19年）
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２ 高齢者の経済状況

（１）経済的に心配なく暮らしている高齢者が約６割
高齢者の経済的な暮らし向きについてみる

と、「経済的に心配がある」と回答した者の割
合は、前回調査と比べて２７．９％から３７．８％とな
り約１０％ポイント増加した。また、「１年前と
比べて経済的な暮らし向きが「悪くなった」
（「どちらかといえば悪くなった」と「悪くなっ
た」の計）」と回答した者の割合も約４割
（３５．７％）であった。
他方、「心配なく暮らしている」（「家計にゆ

とりがあり、全く心配なく暮らしている」と「家
計にあまりゆとりはないが、それほど心配なく
暮らしている」の合計）と回答した者の割合は、
約６割（６０．７％）となっている（図１－２－１３）。

（２）高齢者世帯間の所得格差は大きいが、社
会保障給付などの再分配により改善

高齢者世帯（６５歳以上の者のみで構成するか、
又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世
帯）の年間所得（平成１７（２００５）年の平均所得）
は３０１．９万円となっており、全世帯平均（５６３．８
万円）の半分強であるが、世帯人員一人当たり
でみると、高齢者世帯の平均世帯人員が少ない
ことから、１８９．０万円となり、全世帯平均

（２０５．９万円）との間に大きな差はみられなく
なる。
また、高齢者世帯の所得を種類別にみると、

「公的年金・恩給」が２１１．９万円（総所得の
７０．２％）で最も多く、次いで「稼働所得」５４．５
万円（同１８．０％）となっている。
なお、高齢者世帯の世帯人員一人当たりの平

均所得金額の推移をみると、平成８（１９９６）年
は２０６．６万円であったものが１２（２０００）年には
２０３．６万円、１７（２００５）年には１８９．０万円と若干
減少している（表１－２－１４）。
高齢者世帯の年間所得の分布をみると、

「１００～２００万円未満」が２７．１％で最も多く、次
いで、「２００～３００万円未満」が１８．５％、「３００～
４００万円未満」が１６．９％、「１００万円未満」が
１５．７％と続いている。年間所得「３００万円未満」
の世帯の割合は、全世帯では約３割であるのに
対し、高齢者世帯では約６割を占めており、所
得の低い世帯の割合が高くなっている（図１－
２－１５）。
また、生活保護を受けている者のうち６５歳以

上の者は３９．８％を占めており、その中で６５歳以
上の単身世帯が２８．５％、６５歳以上の女性の単身
世帯は１６．８％を占めている（表１－２－１６）。
また、６５歳以上の人口に占める生活保護者の

割合をみると増加傾向にある（図１－２－１７）。

図１－２－１３ 高齢者の経済的な暮らし向き
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成18年）（同調査における平成17年1年間の所得）
（注）高齢者世帯とは、65歳以上の者のみで構成するか、又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
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区 分
平均所得金額

一世帯当たり 世帯人員一人当たり（平均世帯人員）
高齢者世帯 総所得 ３０１．９万円 １８９．０万円（１．６０人）

稼働所得 ５４．５万円 （１８．０％）
公的年金・恩給 ２１１．９万円 （７０．２％）
財産所得 １５．７万円 （５．２％）
年金以外の社会保障給付金 ２．５万円 （０．８％）
仕送り・その他の所得 １７．２万円 （５．７％）

全 世 帯 総所得 ５６３．８万円 ２０５．９万円（２．７４人）

平成１８年 平成１７年

総数 ６５歳以上 総数 ６５歳以上うち単身世帯 うち単身世帯
人員（人） 総数 １，４７４，７３７ ５８７，２５２ ４２０，０９２ １，４３３，２２７ ５５５，０９６ ３９４，５１３

男 ６８３，７５９ ２４５，９０１ １７１，６０２ ６６４，４９５ ２３０，５４０ １５８，９３９
女 ７９０，９７８ ３４１，３５１ ２４８，４９０ ７６８，７３２ ３２４，５５６ ２３５，５７４

割合（％） 総数 １００．０ ３９．８ ２８．５ １００．０ ３８．７ ２７．５
男 ４６．４ １６．７ １１．６ ４６．４ １６．１ １１．１
女 ５３．６ ２３．１ １６．８ ５３．６ ２２．６ １６．４

資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成１８年）（同調査における平成１７年１年間の所得）
（注１）高齢者世帯とは、６５歳以上の者のみで構成するか、又はこれに１８歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。
（注２）財産所得とは以下のものをいう。

ア 家賃・地代の所得
世帯員の所有する土地・家屋を貸すことによって生じた収入（現物給付を含む。）から必要経費を差し引いた金額

イ 利子・配当金
世帯員の所有する預貯金、公社債、株式などによって生じた利子・配当金から必要経費を差し引いた金額（源泉分離課税分を含む。）

図１－２－１５ 高齢者世帯の年間所得の分布

表１－２－１６ 性・年齢別にみた被保護人員数（単身世帯再掲）

資料：厚生労働省「被保護者全国一斉調査（基礎調査）」

表１－２－１４ 高齢者世帯の所得
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資料：総務省「人口推計」「国勢調査」、厚生労働省「被保護者全国一斉調査（基礎調査）」より内閣府作成
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高齢者の所得格差の状況をジニ係数でみる
と、平成１７（２００５）年の調査において一般世帯
では当初所得のジニ係数が０．４２５２であるのに対
して、高齢者世帯では０．８２２３となっており、高
齢者間の所得格差が大きいことがわかる。再分
配所得のジニ係数でみると、一般世帯が０．３６１８
であるのに対して高齢者世帯は０．４１２９となって
おり、社会保障給付などの所得再分配の影響で
格差は小さくなるものの、一般世帯と比べて格
差が大きくなっている（表１－２－１８）。
社会保障給付などの所得再分配によるジニ係

数の改善度は、平成５年以降調査ごとに大きく
なっている。

（３）高齢者の世帯の家計収支は全体でみれば
黒字だが無職世帯では赤字

世帯主の年齢が６５歳以上である世帯の家計の
状況についてみると、平成１９（２００７）年におい
て、世帯主の年齢が６５歳以上である勤労者世帯
の可処分所得は一世帯当たり１か月平均３０万
７，９８３円で、そのうち消費支出は２７万７，４７４円と
なっており、可処分所得が３万５０９円上回って
いる。これに対し、世帯主の年齢が６５歳以上の
無職世帯の可処分所得は１６万３，０２３円、消費支

出は２０万３，５６７円であることから、可処分所得
が４万５４４円下回っている（表１－２－１９）。

（４）高齢者の世帯の貯蓄は全世帯の約１．４倍
であるが、３００万円未満の世帯も約１割

世帯主の年齢が６５歳以上の世帯（二人以上の
世帯）の貯蓄の状況についてみると、平成１８

一般世帯 高齢者世帯
当初所得（万円） ５７８．２ ８４．８
可処分所得（万円） ５３６．８ ２６１．３
再分配所得（万円） ６０５．８ ３７０．７

ジニ係数 当初所得 ０．４２５２ ０．８２２３
再分配所得 ０．３６１８ ０．４１２９

再分配による改善度
社会保障に
よる改善度

税による
改善度

平成５年 １７．０ １２．７ ５．０
平成８年 １８．３ １５．２ ３．６
平成１１年 １９．２ １６．８ ２．９
平成１４年 ２３．５ ２０．８ ３．４
平成１７年 ２６．４ ２４．０ ３．２

図１－２－１７ ６５歳以上人口に占める生活保護者の割合

表１－２－１８ ジニ係数でみた高齢者の所得
格差の状況

ジニ係数の改善度

（注１）ジニ係数とは、分布の集中度あるいは不平等度を示
す係数で、０に近づくほど平等で、１に近づくほど
不平等となる。

（注２）「再分配所得」とは、当初所得から税金、社会保険料
を控除し、社会保障給付（現物、現金）を加えたも
の。

資料：厚生労働省「所得再分配調査」（平成１７年）



（２００６）年において、一世帯平均の貯蓄現在高
は、２，４２９万円となっており、全世帯（１，７７２万
円）の約１．４倍となっている。
貯蓄現在高階級別の世帯分布をみると、世帯

主の年齢が６５歳以上の世帯では、４，０００万円以
上の貯蓄を有する世帯が１９．０％と全体の２割弱
を占め、全世帯（１１．３％）の１．７倍近い水準と
なっている。しかし、一方で、貯蓄の少ない者
の割合は全世帯に比べて低いものの、貯蓄額
３００万円未満の世帯の割合は約１割となってい
る（図１－２－２０）。
世帯主の年齢が６５歳以上の世帯（二人以上の

世帯）について、負債の現在高をみると、１００
万円未満の世帯がおよそ９割を占めている。ま
た、負債が貯蓄を超えている世帯の割合は
５．４％にとどまり、全世帯（２１．６％）に比べて
低い割合にある（図１－２－２１）。
現在の貯蓄に関する６５歳以上の意識をみると

「現在の貯蓄額が老後の備えとして足りないと
思う」と考えるものが６４．７％であり、前回調査
（５７．１％）から７．６％ポイント増加した。他方、

「貯蓄額が減った」と回答した者の割合は４５．１％
と、前回調査から８．９％ポイント減少した（図
１－２－２２）。

３ 高齢者と健康・福祉

（１）高齢者の健康
ア 高齢者の半数近くが何らかの自覚症状を訴
えているが、日常生活に影響がある者は４分
の１程度
高齢者の健康状態についてみると、平成１６

（２００４）年における６５歳以上の高齢者の有訴者
率（人口１，０００人当たりの病気やけが等で自覚
症状のある者（入院者を除く）の数）は４９３．１と半
数近くの者が何らかの自覚症状を訴えている。
一方、６５歳以上の高齢者の日常生活に影響の

ある者率（健康上の問題で、日常生活の動作・
外出・仕事・家事・学業・運動・スポーツ等に
影響のある者の人口１，０００人当たりの数。入院
者を除く。）は、平成１６（２００４）年において、
６５歳以上の高齢者人口１，０００人当たりで２４６．１
と、有訴者率と比べると約半分になっている。

区 分

勤労者世帯 無職世帯

全 体
世帯主の年
齢が６５歳以
上の世帯

全 体
世帯主の年
齢が６５歳以
上の世帯

実収入 ４８０，０７４ ３５４，２４３ １７９，５８９ １８７，２０８
うち勤め先収入の占める割合（％） （９４．５） （６１．３） （６．７） （５．０）
社会保障給付の占める割合（％） （３．２） （３４．４） （８５．１） （８８．３）

実支出 ３６７，７７９ ３２３，７３５ ２３０，３６２ ２２７，７５２
消費支出 ２８９，８２１ ２７７，４７４ ２０６，２２４ ２０３，５６７
非消費支出（税，社会保険料など） ７７，９５８ ４６，２６０ ２４，１３８ ２４，１８５

可処分所得（実収入－非消費支出） ４０２，１１６ ３０７，９８３ １５５，４５１ １６３，０２３

黒字（実収入－実支出＝可処分所得－消費支出） １１２，２９４ ３０，５０９ △５０，７７３ △４０，５４４

平均消費性向（％）
（可処分所得に対する消費支出の割合） ７２．１ ９０．１ １３２．７ １２４．９

表１－２－１９ 世帯主の年齢が６５歳以上の世帯の収入と消費

（単位：円）

資料：総務省「家計調査（総世帯）」（平成１９年）
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資料：総務省「家計調査」（平成18年）
（注１）単身世帯は対象外
（注２）貯蓄現在高とは、郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託などの有価証券と
　　　　社内預金などの金融機関外 への貯蓄の合計現在高をいう。
（注３）負債現在高とは、郵便局、銀行、生命保険会社、住宅金融公庫などの金融機関からの借入金のほか、勤め先の会社・共済組合、親戚・
　　　　知人からなどの金融機関外からの借入金の合計現在高をいう。
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66.7
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（%）

資料：総務省「家計調査」（平成18年）
（注１）単身世帯は対象外
（注２）郵便局・銀行・その他の金融機関への預貯金、生命保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託などの有価証券と社内預金などの金融
　　　　機関外への貯蓄の合計
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図１－２－２０ 世帯主の年齢が６５歳以上の世帯の貯蓄の分布

図１－２－２１ 貯蓄・負債現在高の差額階級別世帯分布
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内閣府「高齢者の経済生活に関する意識調査」（平成19年）

（注）（※１）平成13年度は「増える傾向にある」
　　　（※２）平成13年度は「増えも、減りもしていない」
　　　（※３）平成13年度は「減る傾向にある」
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成16年）
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これを年齢別、男女別にみると、年齢層が高い
ほど大きく上昇し、また、いずれの年齢層にお
いても女性が男性を上回っている（図１－２－
２３）。
この日常生活への影響を内容別にみると、６５

歳以上の高齢者では、日常生活動作（起床、衣
服着脱、食事、入浴など）が１０５．７、外出（時
間や作業量などが制限される）が１０５．２と高く
なっており、次いで仕事・家事・学業（時間や

作業量などが制限される）が９５．６、運動・ス
ポーツ等が６４．２となっている。男女別では、男
性は日常生活動作、女性は外出が最も高くなっ
ている（図１－２－２４）。
これを先にみた高齢者の有訴者率と比較する

と、高齢者は、何らかの自覚症状があっても、
必ずしも日常生活に支障を来しているわけでは
ないことがわかる。

図１－２－２３ ６５歳以上の高齢者の有訴者率及び日常生活に影響のある者率（人口千対）

図１－２－２２ 高齢者の貯蓄に関する意識
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資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成16年）
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」
　　（平成18年）
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病気で、一日中寝込んでいる
病気がちで、寝込むことがある
あまり健康であるとはいえないが、病気ではない
健康である

イ 国際的にみて日本では「自分は健康」と考
えている人が多い
我が国は平均寿命だけでなく、健康寿命（自

立して健康に生活できる年齢）も世界で最も長
いが、健康についての高齢者の意識をアメリ
カ、ドイツ、フランス及び韓国の４カ国と比較
してみても、「健康である」と考えている者の
割合は、日本が６４．４％で最も高い結果となって
いる。なお、日本に次いで高いのはアメリカ
（６１．０％）で、以下、フランス（５３．５％）、韓
国（４３．２％）、ドイツ（３２．９％）の順となって
いる（図１－２－２５）。

ウ 国際的にみて高齢者が医療サービスを利用
する割合は高い
６５歳以上の受療率（高齢者人口１０万人当たり
の推計患者数の割合）は、平成１７（２００５）年に
おいて、入院が３，６３９、外来が１１，９４８となって

図１－２－２４ ６５歳以上の高齢者の日常生活に影響のある者率（複数回答）（人口千対）

図１－２－２５ ６０歳以上の高齢者の健康につ
いての意識（国際比較）



資料：厚生労働省「患者調査」
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おり、他の年齢階級に比べて高い水準である
が、近年は安定的に推移している（図１－２－
２６）。
高齢者の受療率が高い主な傷病をみると、入

院では、脳血管疾患（男性６９７、女性８４７）、悪
性新生物（がん）（男性５１１、女性２５４）となっ
ている。外来では、高血圧性疾患（男性１，４２６、
女性１，９８１）、脊柱障害（男性１，３００、女性１，３１０）
となっている（表１－２－２７）。

高齢者の死因となった疾病をみると、死亡率
（高齢者人口１０万人当たりに対する死亡者数の
割合）は、平成１８（２００６）年において、悪性新
生物（がん）が９６４．８と最も高く、次いで心疾
患５７０．５、脳血管疾患４２６．７の順になっており、
これら三つの疾病で高齢者の死因の約６割を占
めている（図１－２－２８）。
医療サービスを日頃どのくらい利用するかに

ついてアメリカ、ドイツ、フランス及び韓国の

男 女
６５歳以上 ６５～７４歳 ７５歳以上 ６５歳以上 ６５～７４歳 ７５歳以上

入院

総 数 ３，４７６ ２，４５７ ５，０４２ ３，７５９ １，８１６ ５，７４８
悪性新生物 ５１１ ４３２ ６３１ ２５４ ２０９ ３００
高血圧性疾患 ２０ ８ ３９ ５６ １１ １０４
心疾患（高血圧性のものを除く） １７９ １０４ ２９４ ２１０ ５７ ３６６
脳血管疾患 ６９７ ４１３ １，１３３ ８４７ ２５８ １，４５０

外来

総 数 １１，２９７ １０，０９４ １３，１４４ １２，４２７ １１，８１６ １３，０５１
悪性新生物 ４８０ ４１４ ５８１ ２１９ ２２８ ２０９
高血圧性疾患 １，４２６ １，２４０ １，７１３ １，９８１ １，６３２ ２，３３９
心疾患（高血圧性のものを除く） ４４４ ３２８ ６２２ ３８５ ２４４ ５２９
脳血管疾患 ４２４ ３３３ ５６３ ３２９ ２１７ ４４４
脊柱障害 １，３００ １，０３９ １，７０１ １，３１０ １，２０３ １，４２０

図１－２－２６ 年齢階級別にみた受療率の推移

表１－２－２７ 主な傷病別にみた受療率（人口１０万対）

資料：厚生労働省「患者調査」（平成１７年）より作成
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資料：厚生労働省「人口動態統計」

悪性新生物（がん）
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資料：内閣府「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（平成18年）
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9.7
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「ほぼ毎日」から「月に１回くらい」までの合計 　　　年に数回　　　 利用していない

４か国と比較すると、日本は「健康である」と
考える者は他の国よりも多いものの、医療サー
ビスの利用状況は「ほぼ毎日」から「月に１回
くらい」までの割合の合計が５６．８％と韓国

（５６．７％）とともに他の国と比較して高くなっ
ており、医療サービスの利用頻度が高くなって
いる（図１－２－２９）。

図１－２－２８ ６５歳以上の高齢者の主な死因別死亡率の推移

図１－２－２９ 医療サービスの利用状況（国際比較）


